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• アンチ・ダンピング調査には、調査対応の義務付けはなく、調査への協力は利害関係者
の判断に委ねられています。

• 一方で、AD協定６.8条では、
① 調査当局が必要とする情報の入手を許さなかったとき、
② 情報を提供しなかったとき、
③ 調査を著しく妨げたとき
には、調査当局は知ることができた事実（ Facts Available （FA）、ファクツ・アベイ
ラブル）に基づいて決定を行うことができるとされています。

• ファクツ・アベイラブルには、公表情報などの二次的情報が含まれる他、申請書の情報
も含まれ得るとされています。（AD協定付属書Ⅱを参照）

• 利害関係者は、ファクツ・アベイラブルが適用される可能性も踏まえて、調査への協力
の必要性を判断することになります。

調査協力とファクツ・アベイラブルの適用

 アンチ・ダンピング調査では、調査協力は利害関係者の判断ですが、仮に調査協力しな
い場合は、調査当局が知ることができた事実（ファクツ・アヴェイラブル（FA））に
より決定が行われる可能性があります。
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• 調査協力を行う場合、アンチ・ダンピング調査の中では、調査当局の求めに応じ、個別
企業の取引情報やコスト情報などを求められる場合があります。これらは企業にとって
機微な情報に当たる場合があります。

• AD協定6.5条では、情報を提供した者の当該情報についての情報源である者に対して著
しい悪影響を及ぼすこと等を理由として、情報を秘密扱い（前回コラムの閲覧のプロセ
スや調査当局の報告書において開示されない）をすることができます。

• ただし、この場合、
① 秘密の取扱いの要請（正当な理由が示される必要があります）
② 秘密の取扱いを要請した情報に関しては、当該情報の実質を合理的に理解できるよ

うにするための要約
を提出する必要があります。（詳細はAD協定6.5条を参照）

• 要約の手法としては、数値であれば、指数化やレンジによる表記（例：50-150)が一般
に用いられています。

証拠提出等と秘密扱いの要請

 利害関係者が提出する証拠等は、調査当局に対して、秘密の扱いを行い、他の利害関係
者に開示されないように要請することができます。




